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熊谷市公告第８９号 

 

熊谷市ＡＩオンデマンド交通運行事業公募型プロポーザル競争実施公告 

熊谷市ＡＩオンデマンド交通運行事業について、公募型プロポーザル競争によりそ

の契約の相手方となる契約候補者の選定を行うので、下記のとおり公告する。 

 

令和７年４月１日 

 

                   熊谷市長 小林 哲也 

 

記 

 

１ 業務等概要 

⑴ 名称：熊谷市ＡＩオンデマンド交通運行業務 

⑵ 目的：本市では高齢化に伴う免許返納者の増加、運転手不足の深刻化に伴い、

移動困難者が今後ますます増えていくことが懸念されている。限られた

交通資源を有効に活用しながら、住民の移動手段の維持・確保を図る手

段として、令和７年３月に策定した「熊谷市ＭａａＳ基本計画」に基づ

き、ＡＩを活用したオンデマンド交通サービスを導入する。最小限の人

員で最大の輸送を可能とすることで、持続可能な地域公共交通を構築す

ることを目指す。 

⑶ 事業形態 

市と運行事業者で、この仕様書に基づく運行業務等に関する協定を締結し、

運行事業者は国土交通大臣から道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）第３条

第 1 号イに定める一般乗合旅客自動車運送事業の許可を得て運行する。 

⑷ 履行期間  

   協定締結日から令和 12 年 12 月 31 日（火）まで 

  （運行日は、令和 12 年 12 月 27 日（金）まで）  

   （運行開始は令和８年１月５日(月)とし、協定締結日から運行開始までは準備

期間とする。）  

⑸ 運行区域   熊谷市妻沼地内 

⑹ 業務内容 熊谷市ＡＩオンデマンド交通運行の提案に関する仕様書参照 
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２ 提案事項 

⑴ 運行体制に関する提案 

⑵ 利用者対応、苦情処理等に関する提案 

 ⑶ 運行経費の削減、利用者増に関する提案 

 ⑷ 路線バス、鉄道等その他の公共交通機関や各施設との連携に関する提案 

 

３ 予算額 

運行期間の運行経費に対する補助金の上限は、下記のとおり（消費税及び地方 

消費税を含む）とする。 

    ５，０００千円（令和７年度予算額） 

１０３，０００千円（令和８年度～12 年度債務負担行為限度額） 

 

４ 実施形式 「公募型プロポーザル競争方式」 

 

５ プロポーザル競争採択理由 

  コミュニティバスと同様に、選定に当たっては、運行経費の多寡のみを基準と

するのではなく、収益拡大策、運行の安全性、利用者の利便性、環境への配慮、

緊急時の対応能力等の観点から総合的に評価することが重要であり、価格以外の

要素も含めて総合的に判断する必要があると認められる業務であるため。 

 

６ 参加資格 

  プロポーザル競争に参加できる者は、公告から協定事業者の選定までの間におい

て、次に掲げる要件を満たす者とする。 

⑴ 熊谷市建設工事請負等競争入札参加者の資格等に関する規則（平成１８年規則 

第８１号）又は熊谷市物品等競争入札の資格等に関する規則（平成１８年規則第 

８２号）に基づく資格者名簿に登載されていること。 

⑵ 熊谷市建設工事等の契約に関する入札参加停止等措置要綱（平成１７年訓令第 

６２号）又は熊谷市物品の買入れ等の契約に関する入札参加停止等措置要綱（平 

成１９年訓令第５０号）による措置を受けていないこと。 

⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項及び第２ 

項の規定に該当しないこと。 

⑷ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをし 

ている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成 
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１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者（再生手続

開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

⑸ 国土交通大臣から道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）第３条第 1 号イに定 

める一般乗合旅客自動車運送事業の許可を既に有するか、運行に向け、一般乗合 

旅客自動車運送事業の許可の取得が確実であること。 

⑹ 熊谷市内又は隣接市町に、本社または営業所を有する事業者。 

⑺ 次のアからカまでのいずれの場合にも該当しないこと。 

   ア 役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又は

支店若しくは常時協定を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると

認められるとき。 

   イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に

規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与

していると認められるとき。 

   ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認

められるとき。 

   エ 役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど、直接的又は積極的に、暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関

与していると認められるとき。 

   オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

   カ 協定の相手方が（ア）から（オ）までのいずれかに該当することを知りな

がら、当該者と協定を締結したと認められるとき。 

⑻ 上記⑴の規定にかかわらず、プロポーザル競争の実施に必要とされる場合にお 

いて、資格者名簿の未登載の者に対しては、次に掲げる書類の提出による審査を 

行い、適当と認められるときは、当該プロポーザル競争に参加させることができ 

る。 

ア 概要書（参考様式１） 

イ 使用印鑑届（参考様式２） 

ウ 履歴事項全部証明書 

エ 財務諸表 



- 4 - 

オ 直近年度の法人市民税（市内業者の場合）、法人税、消費税及び地方消費

税の納税証明書（未納がないことが確認できるもの） 

カ 業務実績関係書類 

 

７ 募集概要 

 ⑴ 募集方法 

   公告及びホームページにより公募するものとする。 

 ⑵ 申込方法 

   実施要領で定める企画提案書を提出期限までに提出する。 

   提出方法は、企画課へ持参、郵送もしくは電子メールによるものとする。 

   電子メールによる場合は、ＰＤＦ化したデータとし、送信後は電話による受 

信確認の実施を行うものとする。 

   提出期限 令和７年４月２３日（水）１７時 ※必着 

   提出先 総合政策部企画課 

 

８ 審査概要 

 ⑴ 一次審査 

 ア 審査方法 

    企画提案書について、企画課にて実施要領にある各条件を満たしているか

書類審査を行う。 

  イ 通知 

書面審査で二次審査対象として選出された者に「二次審査に関する通知」

を行う。 

     一次審査で各条件を満たしていなかった者については、その旨を通知する 

 

⑵ 二次審査 

実施要領、仕様書等に基づき提出された企画提案書について、以下の方法によ

り「熊谷市 AI オンデマンド交通運行事業者選定委員会」が審査を行う。 

  ア 審査方法 

(ア)日  時 令和７年５月８日（木） 

   (イ)場  所 熊谷市宮町二丁目４７番地１ 

          熊谷市役所 議会棟２階 第１委員会室 

   (ウ)持ち時間 各社２５分以内（プレゼンテーション１５分以内、委員からの
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質疑１０分以内） 

   (エ)内  容 提案書の内容について説明を行い、審査委員会委員が行う質問

に回答する。 

    (オ)参加人数 プレゼンテーションの参加人数は、３名以内とする。 

   （カ）特別な理由がなく開始時刻に遅れた場合は失格とする。 

  イ 評価方法 

   (ア) 採点 

     審査委員会委員が評価採点基準項目ごとに評価した配点から、委員ごとの

評価点を算出し、各委員の評価点を合計して合計評価点とする。 

   (イ) 選定 

  合計評価点で最高点を得たものを協定候補者として特定する。なお、最 

高点を得た者が２者以上ある場合は、提案価格の最も低い者を協定候補者 

として特定する。さらに提案価格が同額の場合、実施体制の得点の最も高 

い者を協定候補者として特定する。 

     最高点に続く合計評価点を得た者を次点候補者、第３位の合計評価点を得

た者を第３位候補者として特定する。 

 

(ウ) 評価採点基準項目及び配点（審査委員会委員１人当たり） 

 

評 価 項 目 優 可 劣 

⑴
業
務
遂
行
体
制 

ア 理解度 
10 点 ６点 １点 

イ 実施体制 
15 点 ９点 １点 

ウ 不測の事態等への対応 
15 点 ９点 １点 

エ 実績 
15 点 ９点 １点 

⑵
業
務
提
案 

ア 的確性 
10 点 ６点 １点 

イ 実現可能性 
10 点 ６点 １点 

⑶ 経済性（価格） 15 点 ９点 １点 
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⑷ 取組体制 ５点 ３点 １点 

⑸ 総合力 ５点 ３点 １点 

(エ) 評価点の考え方（提案価格以外） 

     各審査委員会委員は、評価採点基準項目ごとに、最も優れた提案をした１

者のみに満点を付し、それに比較して他者には２点以上減点した点数を付す。

（他者の点数は同点数可） 

     なお、参加が１者の場合、上記満点を付す考えは適用しない。 

   （オ）最低基準点の設定 

     最低基準点については、６割以上とする。 

ただし、１者のみの応募の場合は、配点表の合計点から経済性（価格）点

を除いた点数の６割以上とする。 
（カ）プロポーザルの参加資格が無効となる場合 

     提出書類に虚偽の記載があった場合、参加資格を無効とし、評価採点の対

象としない。 

 

９ 選定結果 

⑴ 通知方法 全提案者に対して文書により通知する。 

⑵ 通知時期 令和７年５月１４日（水） 

⑶ 選定結果の公表 

選定過程の透明性を確保するため、次の事項を市ホームページにおいて公表す

る。なお、選定されなかった提案者が１者であった場合は、当該提案者の評価点

は公表しない。 

ア 協定候補者の名称 

イ 全提案者の名称 ※申込順 

ウ 全提案者の評価点 ※得点順 

エ 協定候補者の選定理由 

オ 熊谷市 AI オンデマンド交通運行事業者選定委員会委員の氏名及び選任理由 

 

10 協定締結 

  選定後、協議が整い次第、速やかに協定を締結する。なお、この場合、協定候補

者はあらためて見積書を提出するものとする。 
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  協定候補者との協議が不成立となった場合には、次点候補者と熊谷市で同様の協 

議を行うものとし、さらに次点候補者との協議が不成立となった場合には、第３候 

補者と熊谷市で同様の協議を行うものとする。 

 

11 提出書類の取扱い 

⑴ 提出された全ての書類は、返却しない。 

⑵ 提出後の追加、修正及び削除は認めない。 

⑶ 提出された書類は、提出した者に無断でプロポーザル競争に係る審査以外には

利用しない。 

⑷ 市が必要と認める場合には、追加資料の提出を求めることができる。 

⑸ 企画提案書の提出は、１者１案とする。 

 

12 情報公開及び提供 

  市は、企画提案書等について、熊谷市情報公開条例（平成１７年条例第１０号）

の規定による請求に基づき、第三者に公開できるものとする。ただし、企画提案者

の正当な利益を害すると認められる情報は、非開示となる場合があり、プロポーザ

ル競争の協定候補者選定に影響を及ぼす恐れがある情報は、選定後の公開とする。 

 

13 その他 

⑴ 言語及び通貨単位 

手続において使用する言語及び通貨単位は、日本語及び日本国通貨に限る。  

⑵ 費用負担 

書類作成及び提出に係る費用等、必要な経費は全て提出者の負担とする。また、

やむを得ない理由によりプロポーザル競争を中止する場合、プロポーザル競争に

要した費用については市に請求できないものとする。 

⑶ 参加辞退の場合 

参加申込書又は企画提案書の提出後、都合により参加を辞退する場合は、参加

を辞退する旨を記載した書面（様式は任意）を、速やかに企画課宛に提出するも

のとする。 

⑷ 失格事項 

次のいずれかに該当した場合は、その者を失格とする。 

  ア 参加資格要件を満たしていない場合 

  イ 提出書類に虚偽の記載があった場合 
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  ウ 実施要領等で示し、提出期限、提出先、提出方法、書類作成方法等の条件に

適合しない書類の提出があった場合 

  エ 選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

  オ 見積書の金額が、「４ 予算額」を超過した場合 

⑸ 著作権等の権利 

成果品の著作権については、原則として市に帰属するものとする。ただし、提 

案内容に関し第三者に帰属する著作権等に抵触する可能性がある場合には、市と

受注者の間で別途協議するものとする。 

 

14 日程 

令和７年４月 １日（火）実施公告及び参加申込及び質問開始 

４月 ８日（火）質問締切 

      ４月１１日（金）質問に対する回答 

４月２３日（水）参加申込、一次審査提出書類提出締切 

４月２５日（金）一次審査決定通知 

５月 ８日（木）二次（プレゼンテーション）審査 

５月１４日（水）選定結果通知 

 

15 問合せ先 

  熊谷市総合政策部企画課 

  住 所：〒３６０－８６０１ 熊谷市宮町二丁目４７番地１ 

  電 話：０４８－５２４－１１１１（内線５２９） 

  ＦＡＸ：０４８－５２５－９２２２ 

  E-mail：kikaku アットマーク city.kumagaya.lg.jp  

※“アットマーク”部分は「＠」に置き換えてください。 
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熊谷市 AI オンデマンド交通運行の提案に関する仕様書  

  

１ 業務名称  

熊谷市 AI オンデマンド交通運行業務  

  

２ 目的  

本市では高齢化に伴う免許返納者の増加、運転手不足の深刻化に伴い、

移動困難者が今後ますます増えていくことが懸念されている。限られた交

通資源を有効に活用しながら、住民の移動手段の維持・確保を図る手段と

して、令和７年３月に策定した「熊谷市 MaaS 基本計画」に基づき、AI を活

用したオンデマンド交通サービスを導入する。最小限の人員で最大の輸送

を可能とすることで、持続可能な地域公共交通を構築することを目指す。 

 

３ 事業形態 

   市と運行事業者で、この仕様書に基づく運行業務等に関する協定を締結

し、運行事業者は国土交通大臣から道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）第

３条第 1号イに定める一般乗合旅客自動車運送事業の許可を得て運行する。 

 

４ 履行期間  

   協定締結日から令和 12 年 12 月 31 日（火）まで 

  （運行日は、令和 12 年 12 月 27 日（金）まで）  

   （運行開始は令和８年１月５日(月)とし、協定締結日から運行開始までは

準備期間とする。）  

   

５ 運行区域   熊谷市妻沼地内 別紙のとおり 

 

６ 業務内容  

⑴ 運行手続  

       運行事業者は、国土交通省関東運輸局等への申請・許認可に関する業務 

をはじめ、運行を開始するための必要な手続きについて、運行開始までに

遅延無く確実に行うものとする。なお、運行開始後に運行内容に変更等が

生じた場合についての手続きも同様とする。 

 

⑵ 運行方法  

    本市の AI オンデマンド交通は、予約制とし、予約状況に応じて AI が

最適な運行ルートを決定する乗合方式を採用する。運行パターンは指定乗

降場所から指定乗降場所とする。指定乗降場所は、100 か所程度とし、運

行開始後も随時追加する。  
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    運行日は、平日とし、１２月２９日から１月３日及び土休日は運行しな

い。運行時間は、午前８時００分から午後５時００分までとする。なお、

この運行時間には「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」に基

づく運転手の休憩・休息時間を含むこととし、運行車両２台とも予約を受

け付けない時間帯が発生しないように調整すること。 

  

 ⑶ 乗降場所 

   乗降場所を示す看板等の設置及び維持管理は市が行う。 

 

⑷ 運行車両  

・運行車両の仕様は、下表のとおりとし、令和８年１月５日の運行開始に向

けて、運行事業者が合計２台、乗車定員 11 名(運転手除く)をそれぞれ下回

らないように車両を準備すること。なお、提案する事業内容に効果的かつ

不可欠と事業者が判断する場合には、下表の台数、仕様を上回る車両を確

保して使用することは差支えない。 

・運行車両は日常的に点検、清掃及び調整を行い管理するものとする。  

・車検及び車両の故障等により車両を使用できない場合は、運行事業者所

有の予備車両（同等の機能を有する車両）にて対応するものとする。（予備

車両確保に要する費用は、本業務提案額には含めないこと）  

・車両の納期が遅れたことにより運行開始日までに車両が確保できない場

合は、車両が確保できるまでの間、同様に事業者所有の予備車両（同等の

機能を有する車両）にて対応するものとする。  

車両  台数  仕様・規格  備考  

ワゴン型 

（定員７名）  

１  デマンドシステム車載端末、運賃収

受箱、ドライブレコーダー、スタッ

ドレスタイヤ (冬季装着) 、ラッピ

ング 

参考車両： 

ノア(トヨタ)  

車椅子対応車 

(定員６名)  

１  デマンドシステム車載端末、運賃収

受箱、ドライブレコーダー、スタッ

ドレスタイヤ (冬季装着)、ラッピ

ング 

車椅子が１台搭載・固定できること  

  

    ・デマンドシステム車載端末及びラッピング、代車のマグネットシート 

は、市が指定するシステム事業者が提供する。 

 

⑸ 運賃  

・運賃は、１回乗車 300 円とする。ただし、小学生は半額、未就学児は無

料とする。  
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・運賃の支払い方法は、現金及び熊谷市地域電子マネー「クマ PAY」で 

のキャッシュレス決済に対応すること。  

  

⑹ 予約受付、配車及び問い合わせ対応事務  

ア 予約方法  

       電話、ユーザーアプリ、ＬＩＮＥアプリでの予約制とする。 

     利用者に制約はない。 

    イ オペレーターの配置  

             事業者は、利用者からの電話予約の受付を行うオペレーターを配置

する。なお、オペレーターは、予約受付時間中は予約の受付を行

い、デマンド運行管理システムを利用して、運転手に配車指示を行

うこと。また、利用者や市民からの問合せ等についても誠実に対応

すること。なお、オペレーターの自社運営、外注の別は問わない

が、外注する場合、あらかじめ書面で市の承認を得ること。 

     ウ 予約受付時間  

          電話の受付時間は、午前７時３０分から午後５時３０分を基本と

し、予約は、１週間前から当日の利用希望時間の１時間前までを基

本とする。ただし、これらの時間等については、市との協議により

決定する。 

     エ 運行管理システム等 

デマンドの予約・配車に関わる基本機能を有する運行管理機能（管 

理者 WEB）、ユーザーアプリ、LINE アプリ、ドライバーアプリは、市 

が指定する事業者が提供する。 

 

７ 通信環境の整備  

⑴  専用回線等の設置    

電話予約の受付に必要となる専用回線を１回線設置すること。   

⑵  パソコン及びインターネット回線  

        デマンド運行管理システムを使用するための専用パソコンを１台設置

し、インターネット回線を整備すること。  

  

８ 業務の報告  

 ⑴ 運行事業者は、車両ごとに、毎月の利用者数、運賃収入額、走行距離な 

どを記録し、電子データにて翌月の１５日までに市に報告すること。  

    ⑵ 事故、苦情、利用者からの意見、要望があった場合は、迅速かつ的確に

対応し、速やかに報告するとともに、報告書を提出すること。 

⑶ 市は、必要に応じて運行状況の報告を求めることができる。 

⑷ 運行事業者は、年度末に実績報告を行う。 
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９  補助金  

   ⑴ 補助金の額は、選定事業者から提案された運行経費及びその他の経費を 

基に、運賃収入額の全額を差引いた額を、予算の範囲内で単年度ごとに

支払うことを予定している。また、国等からの交付金が決定した場合

は、その額をさらに差し引いた額とする。 

⑵ 運行経費には以下のものを含むこととする 

・人件費（運転業務） 

・燃料油脂費 

・車両修繕費 

・自動車に係る税金（自動車税、自動車重量税） 

・自動車損害賠償保険料、自動車任意保険料（対人・対物、車両、人身・ 

搭乗者傷害等、幅広い契約を見込み、双方で１台十数万円を想定） 

・車検手数料 

・車両減価償却費 

減価償却期間を５年とし、１年ごとに市から運行事業者に購入にかかっ

た実費の５分の１を支払う方法を予定している。 

・電話オペレーター運用費用 

・その他業務（※）に必要な経費、消費税を含むものとする。 

※その他業務について 

国への運行開始に係る申請・許可業務、市への報告業務、国等から運行

に係る交付金が受けられる場合その申請に際し運行事業者が対応する業

務、車両点検整備・清掃、運賃の徴収・管理、乗降者の安全確保、運行

に係る問い合わせ対応、緊急時の対応（緊急連絡方法、予備車の確保

等）など、乗合旅客運送に係る一切の業務を含むものとする。 

   ⑶ 補助金の請求 

     運行事業者は、市の手続きに従い、市へ補助金の交付請求書を速やかに

提出するものとする。支払いは、３ヶ月ごととする。 

 

10 損害賠償 

運行事業者は、運行の実施にあたり、利用者の生命及び身体を害したと

き、あるいは他者に損害を与えたときは、損害賠償の責任を負うものとす

る。 

 

 11 緊急時（事故発生等）の対応 

運行業務の実施にあたり、次のいずれかに該当する時は、適切な処置をと

るとともに、直ちに市へ連絡し、後日書面で報告するものとする。 

⑴ 天災、交通事故、その他やむを得ない理由により、運行に支障が生じ、
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または生じる恐れがあるとき。 

⑵ 利用者等が、交通事故により生命及び身体を害したとき。 

 

12 その他 

⑴ 受託者は関係法令遵守の上、運行業務を遂行するものとする。 

⑵ 受託期間中に発生した、運行業務に伴う不慮の事故等に係る一切の責務

は、受託者が負うものとする。 

⑶ 市が必要に応じて行うＰＲパンフレットや利用者アンケート等の調査の

実施に協力するものとする。 

⑷ 運行エリアの拡大、乗降場所の増設等については、必要に応じ対応する

ものとする。 

⑸ 運行期間終了後（※１）または運行に関する協定が解除されたとき（※

２）は、車両及び車両付属品の所有権を熊谷市が指定する者に無償で譲渡

し、その登録手続きに協力するものとする。 

※１ 次期運行期間の運行事業者に他の事業者が選定された場合 

※２ 関係法令、協定の規定に違反した場合等 

⑹ 事業者は、事業終了後も含め、本業務の遂行上知り得た情報を本業務以

外の目的に利用または漏らしてはならない。オペレーター業務を外注し

た場合、当該外注先事業者にも秘密保持の義務を負わせるものとし、受

託者は、当該外注先事業者の行為に一切の責任を負うこと。 

⑺ 事業者は、本事業の実施にあたり市と別途協定を締結することとし、本

仕様書に記載の無い事項または疑義が生じた事項については、市と協議

のうえ決定する。  
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（別紙）運行エリア図 

 

１ 運行エリア 

妻沼地域 約 36.27 ㎢ 

 

２ 乗降ポイント 

   交通空白地区に対応するため、運行エリア内の住宅地を中心に約 300m 間隔

で 100 か所程度の停留所を設置 

 

 

※運行エリアは、当市市域を示す以下の図中のうち、着色された範囲 

 
 

 


